
特名随意契約の理由書 
 
 
１ 案件番号  Ｒ７宝窓委－３３ 
 
 
２ 案件名   令和７年度９条２項通知の一括取込機能を追加するための住民記録システ

ム改修業務委託 

 
 
３ 案件場所  宝塚市東洋町 外 地内 
 
 
４ 契約期間  契約の日から 

  令和８年（２０２６年）６月３０日まで 
 
 
５ 契約相手方  
       社名：日本電気株式会社 
      
６ 指定理由 
（根拠） 
      地方自治法施行令  第１６７条の２第１項第２号該当 
 
       宝塚市契約規則   第２０条第１項 ただし書 該当 
 
     （指定理由） 

本委託は、本市で稼働中の住基システム及び関連システム等に対する改修で

あり、同ソフトウェアの著作権を保有しているのは上記相手方のみであること

から、随意契約を締結するものである。 
                 

 
７ 問合わせ先 
      課名：窓口サービス課    内線：２４７０ 
 



特名随意契約の理由書 
 
 
１ 案件番号   総委－１０５  
 
 
２ 案件名    市立人権文化センター窓口受付・相談業務委託 
 
 
３ 案件場所   宝塚市中野町外 地内 
 
 
４ 契約期間   令和８年（2026 年）３月１７日～令和１１年（2029 年）３月３１日 

 
 
５ 契約相手方  
      社名： 宝塚市人権文化活動推進連絡協議会   
      
６ 指定理由 
（根拠） 
     地方自治法施行令  第１６７条の２第１項第  ２  号該当 
 
     宝塚市契約規則   第２０条第１項 ただし書 該当 
 
     （指定理由） 
         人権文化センターは、あらゆる人権が尊重されるまちづくりをめざして、人

権学習会、相談事業及び交流事業等を実施しています。人権文化センターが住

民にとって身近で信頼される相談機関であるためには、相談案件の解決を通じ

て、住民とともに人権問題を解決していくという基本的な立場が必要です。 

        平成１４年度から職員の勤務体制が変更され、１７時３０分以降の夜間の窓

口受付、講座等案内及び相談業務等については、職員以外の者による円滑な業

務対応が必要となっていることから、当センターの事業の主体は同じで、その

責任所在は市にあるものとして当該事業を委託しようとするものです。 

宝塚市人権文化活動推進連絡協議会は、人権文化活動の推進を図ると共に住

民相互の連帯感を養い、人権問題に対する正しい認識と深い理解を広めるため

の活動をしており、人権文化センターの設置目的や役割を正しく認識し、窓口

受付・相談業務の事業者として最もふさわしい団体であるため、当該団体と契

約するものです。 

                                
７ 問合わせ先 
     課名：くらんど人権文化センター   内線：８１３８      
 



特名随意契約の理由書 

 

 

1 案件番号   Ｋ４－２１９ 

 

 

2 案件名    無線 LAN 機器更新における既存ネットワーク設定業務委託 

 

 

3 案件場所   宝塚市東洋町 地内 

 

 

4 契約期間   契約日 ～  

令和８年（２０２６年） ６月３０日 

 

5 契約相手方   

      社名 日本電気株式会社 

    

6 指定理由 

（根拠） 

   地方自治法施行令  第１６７条の２第１項第 ２ 号該当 

 

宝塚市契約規則   第２０条第 １ 項ただし書該当 

 

（指定理由） 

本業務の対象機器は、上記契約相手方が構築及び保守を行っています。そのため、

保守期間中の該当機器の設定変更を行えるのは、上記契約相手方の他にありません。 

以上の理由により、上記契約相手方と特名による業務委託契約の締結を行います。 

 

7 問合わせ先 

課名：情報政策課 内線：４７０６ 



特名随意契約の理由書 

 

 

１ 案件番号    

 

 

２ 案件名   令和 7年度災害用物資一式 

 

 

３ 案件場所  宝塚市中山五月台 7丁目外地内 

 

 

４ 契約期間  契約日 から 令和 8年（2026年）3月 31日 

 

 

５ 契約相手方  

      社名：株式会社ミヨシ    

      

６ 指定理由 

（根拠） 

     地方自治法施行令  第１６７条の２第１項第 ２ 号該当 

 

     宝塚市契約規則   第２０条第１項 ただし書 該当 

 

     （指定理由） 

       本業務については指名競争入札を実施したが、結果として 1 社のみの応札 

となり、競争性が確保できず不調となった。 改めて入札手続きを実施した場

合、年度内の履行完了が困難となるおそれがあり、 短期間で確実に納品対応

が可能な事業者と契約する必要がある。 事業の円滑な実施に支障を生じるこ

とから、上記根拠に基づき、唯一の応札者である上記事業者と随意契約とす

るものである。                 

                 

                 

                 

 

７ 問合わせ先 

     課名：総合防災課     内線：4811 

 



特名随意契約の理由書 
 
 
1. 案件名    宝塚市公共施設（建築物）包括管理業務委託 

 
2. 案件場所    宝塚市小浜4丁目外 地内  
  
3. 履行期間   令和8年（2026年）3月25日～令和13年（2031年）3月31日 
 
4. 契約相手方 

住所： 東京都千代田区富士見2丁目10番2号 
社名： 宝塚市公共施設（建築物）包括管理業務委託共同企業体 
代表者： 株式会社JM 
構成員： 前田建設工業株式会社 

       
5. 指定理由 

（根拠） 
地方自治法施行令  第１６７条の２第１項第２号該当 
宝塚市契約規則   第２０条第１項ただし書該当 

（指定理由） 
本案件は業務の性質上、事業者から広く提案を募り、価格面以外の要

素も含めて最も優れた提案を行った者を契約の相手方とすることが望

ましいと判断したため、受託者の選定にあたって公募型プロポーザル方

式を採用した。 
令和7年（2025年）10月に審査を行った結果、上記相手方が優先交渉

権者として選定され、その後の交渉において合意に達したため、随意契

約を行う。 
 

6. 問い合わせ先 
課名：施設マネジメント課 
内線：2003 

 



特名随意契約の理由書 
 
 
１ 案件番号   子応委－１５ 
 
２ 案件名    宝塚市生活困窮世帯等の子どもに対する生活学習支援事業業務委託 
 
３ 案件場所   宝塚市逆瀬川一丁目 外 地内 
 
４ 契約期間   契約締結日 ～令和９年（２０２７年）３月３１日 
 
５ 契約相手方  社名：株式会社トライグループ 
      
６ 指定理由 
（根拠） 
     地方自治法施行令  第１６７条の２第１項第２号該当 
 
     宝塚市契約規則   第２０条第１項 ただし書 該当 
 
     （指定理由） 
        

本業務は、個別指導による学習習慣の定着をはかり、高校進学を後押しす

るのみならず、生活困窮世帯等の養育や生活に対する支援を行うことも目的

としている。本業務実施にあたり、豊富な情報・経験・知識を有し業務遂行

能力に優れた受託事業者を選定するため、プロポーザル方式を採用した。 
                 
               令和７年度に受託事業者を求めるプロポーザルを公募にて行った結果、応

募のあった３事業者のうち、上記事業者は本市が求めている基準を満たして

おり、提案内容も当業務を行うのに相応しく最も優秀であると認められ、契

約の交渉が整ったため、特名随意契約を行うものです。 
 
 
７．問合先 
     課名：子育て応援課         


